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【総合考察】 

  在宅医療の実施状況と医療・介護の連携について 

在宅医療の実施は、医療・介護の連携を進めるうえで、状況の把握だけでなく、とるべ

き具体的な行動や評価の実態につながる可能性が考えられる。 

また、在宅医療の実施には、「チームで実施できる体制」が最も多く求められているも

のの、機関と患者のかかわる程度によって、在宅医療に際してのアドバイザーや体験を重

視するか、有事の受入先を重視するかが異なっていたことから、在宅医療の実施には在宅

医療実施に向けて、機関の特徴に応じた支援が必要であることが示唆された。 

したがって、在宅医療の実施には、実施の状況を想定した支援や、実際に必要な体制を

整えるといった、各機関の業務上の特徴に合わせた支援が必要であり、それらを整えるこ

とで、医療・介護の円滑な連携につながる可能性があると推察する。 

 

  在宅医療の実施状況と終末期医療について 

在宅医療を実施している機関は、終末期医療等の実施について、最大限最期まで実施し

たいと意向を示しており、またＡＣＰ（人生会議）も実施する傾向にある。また、在宅医

療の実施は必ずしも最期までを想定されているわけではないことも読み取れる。 

したがって、在宅医療の実施を行うべき（行うことができる）期間について、関係機関

の間で調整する必要があり、それらを踏まえたＡＣＰ（人生会議）を実施することが、在

宅での終末期を想定した医療の実施につながると推察する。 

 

  今後の医療・介護の連携について 

 医療・介護の連携状況が芳しくないと回答した機関では、そもそも在宅で終末期医療等

を実施すること自体を困難に思っている傾向にあるが、全体としては、在宅における終末

期医療等をできる限り最期まで実施したいと思っており、そのためには単独では困難で

あることから他機関からの関与が必要とされる状況が読み取れた。 

 また、医療・介護の連携が円滑であるほど、ＡＣＰ（人生会議）を実施している傾向に

あることが読み取れた。 

 したがって、医療・介護の連携が患者の終末期を想定した状況まで強化されることで、

ＡＣＰ（人生会議）の実施や、それを通した在宅における終末期医療等の実現につながる

ことが推察される。 
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在宅医療・介護連携に係る指標と調査との関係について

現在、「健康⾧寿・誰もが活躍のまちづくり計画(R5～R12)」内に記載されている指標は以下のとおりであり、
調査では＜小アウトカム（山頂）＞に該当する項目について確認予定。

＜小アウトカム＞ ＜アウトカム＞

アウト
プット



      



      



      



１ 指標に係る整理

・現計画期間は令和５年度から12年度までであり、令和８年度に中間見直し予定（県医療計画と同時）。
・小アウトカムやアウトカムを令和８年度に見直す場合は、今年度の調査で必要に応じて設問の追加等を
行う必要がある。

２ 方向性について（案）

・小アウトカムは、現場の感覚を把握するための有効な指標であると考えることから、現時点で変更の予定無し。
・アウトカムは、看取りでない場合（孤独死等）も含まれる等の課題もあるため、
（１）在宅看取り加算の取得件数を補足指標として活用すること
（２）死体検案書が発行された死亡件数を除外すること
等も有効であると考えられる。
但し、これらは既存データをもとに算出するものであり、新たなデータ収集を目的とする本調査の対象外であるため、
令和８年度の見直しの中で検討する予定である。

小アウトカム 医療・介護連携がうまくいっていると感じている専門職の割合

アウトカム 在宅看取り率 ※「在宅」…自宅／高齢者向けケアの付き住宅／特養／GH等
※人口動態において死亡場所が「在宅」であった方÷死亡者数



（１）在宅看取り加算の取得件数を補足指標として活用すること

※静岡市の在宅看取り加算（在宅患者死亡時医学管理加算・レセプトコード114018570）取得件数と死亡数

（２）死体検案書が発行された死亡件数を除外すること

※死体検案書発行の死亡件数の算出方法は以下２つのいずれかが想定される
①静岡市に提出された死亡届を手作業で集計する方法
②下記の図に示すロジックを活用して件数を推計する方法（横浜市の手法を参考）

出典R6.1-12R5.1-12R4.1-12R3.1-12期間

医療レセプト（後期のみ）1,5981,4151,2481,058取得件数

人口動態調査（75歳以上）ー7,5107,3966,606死亡数

①の方式は職員の負担が大きく
②の方式は厚労省の許可が必
要である上、全国比較ができな
いという課題がある

現在②の方式について整理を
進めている



３ その他国手引き※に記載されているアウトカム指標例
※令和６年度老健事業「在宅医療・介護連携の推進に向けた指標の考え方手引き（R7.3)」

・在宅ターミナルケアを受けた患者数 ・自宅・施設での死亡診断書作成件数
・療養場所の分布 ・往診を受けた患者数、算定回数
・在宅医療の機能・カテゴリー分類の推移 ・訪問診療や訪問看護の利用者数
・○○を望む利用者にサービス提供できた割合（ケアマネ等への調査）など

４ 第９次静岡県保健医療計画(R6～R11）指標（在宅医療関係を抜粋）

①在宅医療の充実
・訪問診療を受けた患者数 ・住まいで最期を迎えることができた人の割合

②訪問診療
・訪問診療・往診を実施している診療所・病院数 ・在宅療養（後方）支援病院数
・入退院支援を実施している診療所・病院数 ・在宅看取りを実施している診療所・病院数

③訪問看護
・24時間体制をとっている訪問看護ステーション数（従事者看護数）
・機能強化型訪問看護ステーション数

④歯科訪問診療
・在宅療養支援歯科診療所数 ・歯科訪問診療を実施する歯科診療所数
・訪問口腔衛生指導を実施している診療所数

⑤かかりつけ薬局数
・在宅訪問業務を実施している薬局数 ・地域連携薬局認定数

⑥介護サービス
・介護支援専門員数



５ 他指定都市指標

① 医療との連携・相談・不安感
・医療との連携に対して困難や不安を感じている介護支援専門員の割合（札幌市）
・介護職員などの医療従事者との連携のしやすさ（相模原市）
・多職種連携を目的とした情報交換会等の参加者数（広島市）

② 医療・介護関係者への研修・会議・体制整備
・医療・介護関係者への研修・会議の開催回数・参加者数・施設数（さいたま市、横浜市、他４市）
・在宅療養推進協議会の開催数（川崎市、名古屋市）
・地域の医療・介護に関する会議に参画する区役所数（大阪市）
・市民向け在宅医療・介護講座等開催数・参加人数（川崎市、新潟市、名古屋市、岡山市）

③ 医療サービス提供状況
・訪問診療及び訪問看護の算定件数、患者数（千葉市、広島市、福岡市、北九州市）
・看取りに関する加算、居宅療養管理指導、多職種連携関係加算算定件数（千葉市）
・短期集中リハ実施加算の算定者数（京都市）
・岡山市認定在宅介護対応薬局として認定された薬局数（岡山市）

④ 拠点・支援体制の整備
・在宅医療・介護連携支援センターの相談受付件数（千葉市、横浜市、他４市）
・定期巡回・随時対応型訪問介護看護 整備個所数（さいたま市）

⑤ 市民理解・ACP・啓発
・人生の最終段階の医療やケアについて話し合っている市民の割合（横浜市、浜松市、北九州市）
・ACPに関する市民講座の開催回数・参加者数（千葉市、広島市）
・在宅看取り率（横浜市、広島市、北九州市、熊本市）
・かかりつけ医等がいる人の割合（相模原市、堺市、福岡市）
・情報連携ツール登録者数（名古屋市、岡山市、北九州市）




